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 (
法律問題視点
)	


虚偽訴訟による損害の法的救済はあるのか

虚偽訴訟とは、当事者が不法占有を目的に、法律に定める訴訟権利を利用して虚偽の訴訟主体として事実及び証拠を捏造して民事訴訟を起こすことで裁判所の判決、裁定又は調解を図ることをいう。下記のケースは当事者は虚偽訴訟を利用して財産の移転によって第三者の合法権益を侵害したことである。

1、 事実経緯
  李氏は、経営不振などの原因により深刻な赤字経営に陥って、債権者の陳氏に巨額の債務を弁済できない状況を作るために、李氏はその親戚鐘氏と悪意をもって通謀し、李氏は鐘氏に虚偽借用書を提供し、鐘氏は李氏が債務を返済しないことを理由に裁判所に訴訟を提起した。その後、法の定めるところにより財産を移転するために、裁判所が作成した調解協議に基づいて李氏の財産をその債務と相殺した。

2、 コメント
本件の債務者である陳氏は果たして虚偽訴訟によって侵害された合法権益を守られるか。
民事訴訟法の第三者取消訴訟の規定に基づいて虚偽訴訟による損害の法的救済について以下の通りである。
  まずは、「民事訴訟法」第56条に基づき、当事者双方の訴訟目的に対し、第三者は、独立の請求権を有すると認める場合、訴訟を提起する権利を有する。
当事者双方の訴訟目的に対し、第三者が独立の請求権を有しないが、案件の処理結果がその者に法律的利害関係を致す場合、訴訟参加を申請することができる。
前二項に定める第三者は、本人に帰すべきではない事由によって訴訟に参加できないが、発効する判決、裁定、調解書の全部又は一部が自己の民事権益を損なうことを立証できる証拠がある場合は、その民事権益が損なわれることを知った、或いは知り得るべき日より6ヶ月内に当該判決、裁定、調解書を発行する人民法院に対し訴訟を提起することができる。
次は、「民事訴訟法」第112条に基づき、当事者間が悪意をもって通謀し、訴訟、調停などの方法により第三者の合法的な権利利益を侵害した場合、裁判所は、その請求を却下するものとし、情状の軽重に応じて、罰金を科し、又は拘留するものとする。犯罪を構成した場合は、法の定めるところにより刑事責任を追及する。即ち、独立の請求権を有する権利者及び利害関係者は、虚偽訴訟の当事者による侵害行為に対して民事ないし刑事制裁を求めることができる。




 (
重要法規解説
)


最高人民法院の民間借貸案件審理における
法律適用の若干問題に関する規定

　2015年6月23日、「最高人民法院の民間借貸案件の審理における法律適用の若干問題に関する規定」(以下、「本規定」という）は最高人民法院審判委員会第1655回会議で審議採択され、同年9月1日より施行されている。本規定は計33条で構成され、その主な内容は以下の通りです。

1、 背景
中国における民間貸借の活発、貸借規模の拡張に伴い、その貸借のトラブルが多発、全国における裁判所の審決した民間貸借紛争案件数は急増、統計によれば、2011年の59.4万件から2015年上半期52.6万件まで前年度の同期比20％増、トップの婚姻案件数に次ぎ、訴訟金額の年々増、社会の問題として大きく取り上げられておる。民間貸借の乱発の阻止、p2pインターネット借貸プラットフォームの無秩序の規制に乗り出した当局は、金融システム安定化を図り、本規定を公布した。

2、 民間貸借行為及びその主体の範囲、受理と管轄の明確化
　本規定における民間貸借とは自然人、法人、その他の組織の間で行われた資金融資の行為を指し、貸借主体の適用範囲から金融機構と区別し、起訴条件、民間貸借契約の履行地の確定及び保証人の訴訟地位等の民間貸借案件の受理と管轄を定めている。

3、 民間貸借が民事案件及び刑事案件に関わった場合
　不法集金案件に関わった民間貸借案件については、人民法院は受理せず、又は起訴を棄却し、且つ不法集金犯罪の手掛かり、資料を公安又は検察機関に移送する。但し、借主が不法集金等の犯罪に関わった、又は発効済み法律文書が有罪と認め、貸主が担保人に対し民事責任を負うよう起訴した場合、人民法院はそれを受理する。

4、 民間貸借契約書の効力の明確化
　自然人の間で締結された民間貸借契約の発効要件を明確にした。すなわち、企業の間で生産、経営のために締結された民間貸借契約は「契約法」第52条を該当し、また本規定第14条に違反しない限り、その効力を認められる。企業が生産、経営のために企業内部で借金の形で従業員から集金するために締結した民間貸借契約は有効とする。借主又は貸主の貸借行為が犯罪に関わり、又は発効した判決が犯罪を構成すると認めた場合、民間貸借契約が必ず無効とは限らず、「契約法」第52条及び本規定第14条の規定に基づいて民間貸借契約の効力を確定しなくてはならない。

5、 インターネット貸借プラットフォームの責任負担の明確化
　貸借双方によってp2pインターネット貸借プラットフォームを通じて形成された貸借関係に対して、当該プラットフォームの提供者は媒介サービスのみを提供したかぎり、担保責任を負わない。但し、その提供者がホームページ、広告又はその他の媒介による明示、又はその他の証拠をもって貸借に担保を供すると証明された場合、貸主の要求に応じて、人民法院はp2pインターネット貸借プラットフォームの提供者に担保責任を負わせるよう命じることができる。

6、 民間貸借契約と売買契約との混同状況の認定
　当事者が売買契約の締結を通じて民間貸借契約を担保し、借金の期限が切れた後借主が返済できず、貸主が売買契約を履行するよう請求した場合、人民法院は民間貸借法律関係を基準として審理を行う。民間貸借法律関係を基準として出された判決が発効後、借主が発効済み判決に基づく金銭義務を履行しない場合、貸主は債務の返済として売買契約の対象物の競売を申し立てることができる。

7、 企業間の貸借の効力の認定
　企業が生産、経営の必要に応じて相互貸借する場合、司法は保護を与えるべきである。同時に、企業間の貸借を無効と認めるべき、その他の情状を明確に定めている。

8、 民間貸借契約を無効と認めた場合
　下記のいずれかに該当する場合、民間貸借契約を無効と認めた。
1、 詐欺の形で金融機構から融資資金を獲得して高利で借主に貸し、且つ借主が事前に知った、又は知るべき場合
2、 その他の企業に貸借、又は本企業の従業員から集金することで取得した資金を借主に貸し、且つ借主が事前に知った、又は知るべき場合
3、 貸主は借主が借金を違法犯罪活動に使用することを事前に知った、又は知るべき場合、依然として借金を提供する場合
4、 社会公序良俗に違反する場合
5、 その他の法律、行政法規の効力があり、強制的な規定に違反する場合。

9、 虚偽の民事訴訟の予防と取締への強化
　虚偽の民間借貸訴訟と認め得る十種類の情況が列挙されている。また、審理を経て虚偽の訴訟と認められた場合、人民法院は原告の請求を棄却すると判決の上、悪意を以って虚偽の訴訟を捏造、参加した訴訟参与人に対し、本規定の内容に基づいて法により罰金、勾留を与える。犯罪を構成した場合、管轄権を有する司法機関に移送して刑事責任を追及する。

10、 民間借貸の利率と利息の明確化
　貸借双方が利息を約定せず、又は自然人間の貸借利息に関する約定が不明な場合、貸主は借主に対し、借貸期間中の利息を主張する権利を有しない。借貸双方が約定した利率が年間24％を超えない場合、貸主は借主に対し、約定した利率に基づく利息を支払うよう請求できるが、借貸双方が約定した年利は36％を超えた場合、超過した部分の利息は無効と認めるべきであり、借主が貸主に対し、既に支払った、年率36％を超えた部分の利息を返済するよう請求することができる。予め元金から利息を控除した場合、人民法院は実際に貸した金額を元金と認めるべきである。貸借双方が別途に約定した場合を除き、借主は前もって借金を返済することができ、且つ実際の貸借期間に基づいて利息を計算する。
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